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水道法の歩みと水質汚濁防止
後藤　彌彦
はじめに
　旧公害対策基本法（昭和42年法律132号）が1993年の環境基本法の制定により
廃止されてから20年を経過し、1970年の公害国会以前の公害法令について語られ
ることがほとんどなくなった。
　そこで公害環境法の歴史をまとめておこうとこころざし関連する資料を集め出し
たところ、まず注目したのが、水道法であった。水道法は国法として初めて水質汚
濁防止をめざしたが、立法化を果たせず、初の公害法になれなかった法律である。
本稿は、明治時代からの水道法の歴史を、水質汚濁防止との関連に重点をおいて概
観し、水道法が公害法になれなかった経緯などをみていくことにする。 1）
１.　前史
（1）江戸時代
　江戸時代埋立地を中心に町作りを行った都市にとって、上水の確保は、その基
盤となった。江戸では、徳川家康が入府してすぐの1590年のちの神田上水の一部
（小石川上水）が井の頭池から給水を始め、将軍家光の頃（1620年代）神田上水
が完成する。その不足を補うため、玉川上水が1653～54年工事され、多摩川羽村
から四谷大木戸（新宿御苑の大木戸門すぐ）まで地表を、それから先は地下に木
管が配管されて上水が供給された。
  さらに、青山上水、亀有上水（本所上水）、三田上水、千川上水と上水網が整
備されたが、1722年水が火を呼ぶという非科学的理由で後設の４上水が廃止さ
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れ、住民は苦労することになる。水屋、水舟などの商売が盛んになった。
　隅田川の西側の多くでは、地下の上水を井戸でくみ上げていた。その維持管理
は、給水地域の町人が行った。しかしながら、隅田川の東側の長屋では、水道の
供給はなく、洗濯等は塩水の混入した井戸を使用し、あとは水売りに頼っていた
といわれている。
（2）明治初期
  明治初期、近代水道布設のはじまりは、横浜であった。横浜は、海面埋立で市
街地を形成し、井戸水は飲用に適さなかった。そこで明治４年民間によって多摩
川から木樋水道を計画し、明治６年に竣工したが、会社組織の出資者がなく、事
業を町会所（県庁）に移管し、さらに明治18年相模川からの給水を起工し、20年
10月に竣工した。水道条例の施行により明治23年横浜市に移管された。横浜に続
いたのは函館、長崎などである。これらはみな、幕末からの新興都市である。　
　東京をはじめとして、明治初期には、江戸時代のインフラを引き継いで用いて
いた例が多い。神田上水、玉川上水を引き続いて用いるほか、廃止された千川上
水を明治13年に岩崎弥太郎らの千川水道株式会社が再興し、14年に滝野川から本
郷や下谷に給水したり、廃止された青山上水の道筋に麻布区が麻布上水を再興
し、明治15年に、赤坂、麻布、芝三区に給水を始めた。
　明治７年５月水道改良を担当したオランダ人工師ファン・ドールンから良好な
水道が緊要で、水道の建設、経営は都府が行うのよいとする意見書がだされ、翌
８年２月東京の改良設計が提出されたが、巨額の建設費から経営主体の決定や構
想の具体化にはいたらなかった。
　上水や掘り割りの町人の負担による維持管理などが、町会などの末端行政体制
の変更により不十分となり、むしろ江戸時代よりも衛生的ではなくなった状況が
生まれた。
　その中で、コレラをはじめ伝染病が大流行することになる。17、18世紀は鎖国
政策のため、疫病流行は赤痢が２回のみであったが、19世紀になるとたびたびコ
レラが流行することになった。明治10年８月虎列刺（コレラ）病予防法心得が制
定され、届出、隔離、消毒が定められたが、９月から12月コレラが流行し、全国
で死者８千人に及んだ。そこで翌明治11年１月には屎尿取締概則が、５月飲料水
注意法（井戸水の汚染の防止のため、井戸近くの便所の禁止、下水の設置など）
がコレラ予防のため通達された。明治12年１月には市街掃除規則及厠構造並屎尿
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汲取規則を警視庁が制定したが、12年３月から12月にコレラ再び猛威を振るい、
全国で患者16万人、死者10万５千人に及んだ。明治13年には伝染病予防規則と屎
尿取締規則が制定されるが、コレラの流行は、明治15年（死者３万４千人うち東
京５千人）、明治18年（死者７千人）、明治19年（死者11万人うち東京１万人）
と続く。
２.　水道条例
（1）水道条例の制定へ
  政府は、コレラの流行が飲料水（井戸、共同便所及びごみ溜めの接近のため、
ふん便などから菌が混入しやすい）に起因するものと考え、街作りのなかに近代
式水道（一定以上の圧力で給水され外部より汚染されるおそれのない水道）と下
水道の布設をいれ、急ぎ着手することになる。
　明治16年４月内務卿山田顕義より東京府に対して上下水道の改良をうながす
「水道溝渠等ノ儀」が示達され、東京府は事業計画の立案に着手した。
　明治17年11月市区改正意見書が芳川顕正東京府知事から内務卿山県有朋に提出
された。市区改正は、現在の都市計画に相当する表現であり、パリのような街作
りを目指していた。したがって、道路、鉄道、運河、橋梁などの計画に加えて、
上下水道の敷設を内容とした。山県内務卿は、計画内容検討のための審査会（会
長芳川府知事）を12月に内務省に設けた。審査会は18年10月芳川原案を修正した
検討結果を回答した。山県は三条実美太政大臣の了承を求めるが財政上の理由と
時期尚早論から裁可されなかった。
　そこで上下水道については、市区改正の動きと切り離されて進むことになる。
  明治19年11月の官制で公式の審議機関となった中央衛生会（会長芳川顕正内務
次官）は、明治20年６月伊藤博文総理大臣、山県有朋内務大臣あて建議した。
　その建議は、「東京ニ衛生工事ヲ興ス建議書」と題され、その概要は
　ーコレラが明治10年以降５回流行し、患者40万人死亡者27万人を数え、国費地
方費併せて589万余円の支出、市民の被害は莫大である。伝染病なかでもコレラ
防疫のためには衛生工事つまり上水の供給と下水の排除の両方の整備が望ましい
が、同時に挙行するすることができない事情（現在の整備状況、地形、膨大な費
用を要する等）があるときは、上水から先着して行うべきである。
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　①上水はただちに人の口腹に入るので緊急である
　②上水は料金収入が見込め、費用回収が図れる
　③工事が下水より上水が容易で期間が短い
であった。
　水道布設工事が企画、推進されるとともに、必要事項を定める法令の制定が必
要になる。このため、明治20年６月水道布設ノ目的ヲ一定スルノ件を閣議決定し
た。
　その内容は、水道は、衛生上の目的なかんずく悪疫の流行の予防のために布設
するものであり、公益のため営利主義を排し、公営優先主義を採用する（やむを
えない例外的な事例に私立会社を認める）というものである。
　他方、市制町村制の施行前、地方公共団体の基盤が確立しない中で、長崎、神
戸、東京等で私営水道布設の動きが始まった。東京では渋沢栄一ら財界人が中心
となって20年12月に内務大臣あてに東京市水道会社設立願が提出された（23年水
道条例発布により不許可）。内務省衛生局は、私立会社による布設は布設せざる
にまさるとの考えに立ち、適切な布設を誘導するため市街私設水道条例案の検討
を始めた。
　しかし、21年４月市制町村制が制定され、市町村は国の出先機関ではなく、営
造物を布設管理する権を許与されることになった。
　なお、動きが遅れていた市区改正については、明治21年２月市区改正条例案が
元老院に提出されたが、財政上の理由と時期尚早論で６月に元老院で廃案となっ
た。しかし８月内閣は、緊要であると元老院決定を覆し、東京市区改正条例を公
布した（便宜布告という。勅令第62号、施行22年１月）。そして10月に開催され
た市区改正委員会（会長芳川内務次官）で水道に関すること急務なりとして、上
水改良の議を決し、設計調査委員をおいた。上下水道は市区改正の一部ではある
が、すでに中央衛生会の建議を受けて審議されていることから、他の計画とは別
に検討が進むことになる。このために22年５月の東京市区改正基本設計の告示
（東京府告37号）では、重点は道路、橋梁、河川となっており、事業費に水道は
含まれていない。　
（2）水道条例
　明治21年10月、市制町村制をうけて、公営水道主義による水道条例案（例外的
な場合の給水会社部分を含む）を閣議へ提出しようとした。ところが、法制局か
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ら①市制町村制があり布設管理できるのは当然である②市町村が営造物の経営を
委託することは禁じられていないことから、他の法令と重複する水道条例は必要
ないとの意見が出された。22年７月衛生局長長与専斉らが公費公営を基調とする
法制局と折衝し、私営水道部分を棚上げにすることで成案が得られた。22年12月
に閣議決定され、23年１月に元老院に提出された。元老院では市町村の公費布設
を強める修正が行われ成立をみ、明治23年２月水道条例が公布（法律第９号）さ
れた。明治憲法は明治22年２月11日発布されていたが、第１回帝国議会は23年11
月29日召集であり、その前のため議会の協賛なしに元老院の審議と天皇裁可で成
立している法律であり、名称もそれまでの勅令に例が見られる条例となってい
る。なお、水道条例は、各種事業法の中で最古のものである。
　主な内容は
①水道の市町村公費布設（第２条）
　水道ハ市町村其公費ヲ以テスルニ非ザレバ之ヲ布設スルコトヲ得ス（元老院
修正前は、　水道ハ市町村其公費ヲ以テ之ヲ布設経理スベキモノトス）
②水道布設の内務大臣認可（第３条）
認可事項の第９　工費の総額その収入支出の方法及びその予算
　　　　　第10　水料の等級、価格、水料徴収の方法及び経済収支の概算
  　→水料（水の使用料）を徴収するのは当然との前提で立法化された。
③水質管理（第３条、第８条、第10条）　
  布設に関する認可事項の添付として水質の試験表があり、布設時の水源の水質
はチェックされていた。第８条で、地方長官は随時水質を調査させ、水質不良の
場合は市町村に改善を命じ、給水を受ける者も第10条で水質調査の請求ができ
る。
　　→水質管理に関する規定はこれだけであり、まず水質不良の基準や試験法が
ないことはこの規定の実効性を欠く。上水協議会で試験法の統一などを行う
ことになる。
　　　また水源の水質の悪化に何ら手を打つ権限のない市町村には、命じられて
も改善の有効な手立てがない。
　水道及び水道条例の背景には、水系伝染病の問題があり、水道は保健衛生上重
要な基幹施設であった。しかし、条例は布設中心で、保健衛生面の規定が十分で
はない。
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　この点について、当時まず、新しい水道施設を造ることが急務であったことと
保健衛生面の知見が十分ではなくどのような規制がふさわしいか判断できなかっ
たことがあげられる。2）　
　また、水道を汚染した場合の規制についても、水道条例に規定はなかった。
　明治40年の刑法は第15章に公衆の健康を保護法益とする飲料水に関する罪を規
定した。
　その中で、第143条の水道汚穢罪は「水道により公衆に供給する飲料の浄水ま
たはその水源を汚穢し、よってこれを用いることのできないようにした者」を、
第145条でその致死傷罪を処罰する。
　第146条の水道毒物混入罪は「水道により公衆に供給する飲料の浄水またはそ
の水源に、毒物その他人の健康を害すべき物を混入した者」を、同条後段でその
致死罪を処罰する。
　これらの規定は、後述する水源汚染問題には、適用が困難なケースが多く、ま
た、予防的な取り締まりは不可能であった。
（3）水道事業
　水道条例を受けて認可された第１号は大阪市（横浜等は条例前起工、東京は内
務省直轄）であった。24年に事業の市会議決、25年に起工し、28年に竣工した。
給水人口61万人であった。
  東京の水道は、玉川上水は水源の水質は良好だが、木樋の腐食、水路付近の開
発による汚水が浸入し、水質を害する状況であった。
　水道の設計は、市区改正事業の設計とは別に、上水下水設計調査委員を置いて
設計され、明治21年12月バルトンらにより東京市上水設計第一報告書（渋沢らの
私立会社のパーマー案などを参考に検討）が提出され、23年７月東京市水道改良
設計が決定（東京府告示第50号）された。明治７年のドールン意見書から16年が
たっていた。
　工事は、26年10月に着工し、31年末一部給水をはじめ、32年12月に竣工した。
給水人口は150万人である。
　経路は、多摩川→玉川上水導水路→千駄ヶ谷村に浄水場（24年11月淀橋町に改
める。淀橋浄水場となり、現在の新宿副都心である。）→低地給水工場（麻布と
小石川→24年本郷と芝に改める）→鋼管
　経路をみれば解るとおり、玉川上水という江戸の遺産を活かした改良水道であ
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る。
　なお、水道布設の要因となったコレラ等の伝染病は、コッホの細菌説が勝利
し、環境整備により感染ルートを断つ方法からワクチンで免疫的に病原菌をおさ
える手法に、つまり衛生学的予防法から医学的予防法へその主力を転じることに
なる。そこで明治30年４月伝染病予防法が制定され、病気の蔓延の防止を図るこ
ととした。伝染病対策としては上下水道より注射へと主力が転じたとはいえ、近
代水道の便利さ、消防用としての効用などから国民生活に必要不可欠な施設とし
て水道に布設は都市を中心に発展した。
（4）水道条例改正と水道公営主義の修正
　水道条例は昭和32年の水道法により廃止されるまで、５回改正された。
　第１次改正は、明治44年である。
　　市町村以外の者の経営を認める、ただし厳しい条件がついた。
　　　①市町村に資力がないとき　
　　　②土地開発のための水道布設
　　　③元資償却を目的とすること
　　　布設費と利息の償還が終われば無償で市町村へ移譲するし、未償却でも市
　　町村が買収しようとするときは拒むことができない。
　　　厳しい内容のため、申請する民間事業者はなかった。　　　
　第２次改正は、大正２年である。
　　市町村以外の者の経営を認め、その要件を緩和した。
　　　②と③の要件を削除し、市町村の資力に堪えざるときだけが要件となる。
　　償還条項をやめるだけでなく、無償譲渡を改め、残存価格、協議価格で買　
　　収することにした。
　水道条例制定時に、法制局や元老院の意見を入れ、公費公営主義とした
が、ようやく、20年前の内務省案を実現することになる。
大正7年に給水を開始した玉川水道株式会社（給水地域　荏原郡の品川町、
大井町、大崎町など７町７村）はその第1号であった（昭和10年東京市が買
収）。
　第３次改正は、大正10年である。
　　地方長官（知事）への権限委任である。
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　現在の簡易水道にあたる小規模な水道が増え始めたが、水道条例に規模要
件がないため小規模・簡易な施設に内務大臣の認可を要することになる。そ
こで給水人口１万人以下の水道の布設、工事費３万円以下の増改築は地方長
官が処理し、書類の省略が可能なように改めた。
　水道条例は長い歴史の中で、この３回しか実質的な改正が行われていな
い。戦後2回の改正は昭和22年の内務省廃止の廃止に伴うものと、昭和28年
の地方自治法改正に伴う形式的なものに過ぎない。
（5）水道条例改正問題
　水道条例は、水道敷設に関する規定が大部分を占め、水道の国民生活における
重要性を反映しているとはいえない内容である。
　大正３年上水協議会は、水源地付近において鉱業の振興に伴い水質の汚染のお
それがあるからその予防のため適当な取締規則を制定されることを望むと決議し
た。その理由書では、鉱業のほか、水力電気事業、家畜放飼、田畑開墾、灌漑用
の流水堰き止め、山林濫伐を水源涵養に影響を与えるものとして挙げていた。こ
の決議は、「水道原水保護規則の制定を望む」建議として内務大臣大浦兼武あて
に出されている。3）
　大正14年、15年には、上水協議会は上水道の原水保護に関して取締法規の制定
を望む建議を行った。
　昭和３年の上水協議会では水道条例の改正について審議し、内務省衛生局保健
課長から要請もあり、具体案を作成することとした。
　昭和５年９月　東京市長永田秀次郎ら８市長よりなる上水協議会建議実行委員
が内務大臣安達謙蔵に建議したが、これには、水道法案を添付されていた。
  工業の発達・軍需生産の増強に伴い、工場事業場からの汚水又は廃液の放流が
多くなり、水道水源の水質が脅かされる事態から、法案の形体を具えた最初の建
議が行われた。この中に重要な内容として水源地保護に関する規定が置かれた。
　上水協議会が組織変更して昭和７年に発足した水道協会は、水源地保護を緊急
問題として、水道条例改正問題とは切り離して、法律制定の陳情を行うように
なった。
（6）水道条例の所管
　水道条例は、内務省衛生局（衛生課→明治26年保健課）が所管したが、同局に
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専任の土木技術者が配置されなかったため、土木局（治水課→道路課→第一技術
課）の技術者が技術部分を審査し、意見を付して衛生局に回付した。
　昭和13年１月厚生省の新設により、内務省衛生局が厚生省に移管される。これ
に伴って水道、下水道関係は、厚生省衛生局保健課が所管するが、内務省が工事
面技術面で持っていた事務は内務省土木局（第一技術課→昭和16年国土局道路
課）に残った。
　そこで事務は、昭和13年８月19日の上下水道事務処理に関する内務省厚生省覚
書により運営された（水道布設認可、下水道築造許可に関しては厚生省起案内務
省合議、上下水道工事実施設計認可に関しては内務省起案厚生省合議など）。
　この省をまたがる体制は、手間と時間がかかるようになり、当初から水道事業
者からの評判が悪かった。戦時下、軍需生産が至上命題となるなかで、水道条例
の水質汚濁防止規定や所管の問題などの懸案は沙汰止みになった。
３.　水道法案の検討
（1）水道法案に着手
　水道は戦時中の空襲と資材不足、人手不足から補修・維持管理ができていない
「ざる水道」と化していた。ＧＨＱは、防疫対策と上下水道及び汚物処理施設の
復旧など公衆衛生対策に重点を置いた。水道整備については、戦災復興事業とし
て、漏水防止と配水管整備事業が行われた。さらに、社会資本の整備が始まり、
水道新設の動きが現れ、簡易水道の著しい増加（昭和27年度からは国庫補助制度
が設けられ、毎年500カ所前後の簡易水道が布設された。）や、専用水道も急速
に増加をみる。
　戦後の水道行政の所管は、次の変遷を経る。
厚生省では、21年11月　予防局設置により、衛生局保健課から予防局防疫課へ
　　　　　　22年12月　予防局衛生施設課
　　　　　　23年７月　公衆衛生局水道課
24年６月　国家行政組織法により、行政機構が整えられ、厚生省官
制から厚生省設置法となり、水道及び下水道に関する事
務を行うことになる。このときの機構改革で、公衆衛生
局に環境衛生部が設置され、水道課は環境衛生課、食品
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衛生課、乳肉衛生課とともに環境衛生部に属すること　
になる（昭和36年から環境衛生局）。
内務省（土木局道路課ー戦災復興計画に基づくものは戦災復興院計画局土木課）
は解体され、
　　　　　　23年１月　建設院都市局水道課
23年７月　建設省都市局水道課（水道及び下水道の工事の指導及び
監督に関する事項を掌る。）
　　　　　　27年８月　建設省計画局水道課
　設置法では、厚生省は、水道及び下水道に関する事項全般を所掌するのに対し
て、建設省は水道及び下水道の工事の指導及び監督を行うこととなり、工事の指
導及び監督部分のみ両省の共管とされたが、組織令レベルでは、両省とも上下水
道の許可認可を規定していた。両省の水道課は、戦前の覚書の線を尊重しなが
ら、広範囲にわたり両省協議して水道行政が行われた。しかも、行政機構の整備
により、二元行政が固定し、煩雑さを増幅した。つまり、実際にはほぼ共管とい
うことで、水道事業者は、厚生建設両省に出願、説明を要し、認可期間は延びが
ちになり、両省が意見を異にする場合は認可が著しく遅れた。
  水道は、独占性を有する公益事業の代表でありながら、明治以来の水道条例
は、水道建設のためのルールを定めるだけで、経営面や保健衛生面の規定を欠
く。特に水源の水質の悪化や水量の枯渇の原因がでてきても取り締まることもで
きない状況にあった。
　昭和23年４月社団法人水道協会会長安井誠一郎東京都知事から厚生大臣ほかに
水道事業法案が建議された。その概要は
　　①水道事業とは、飲料水、消防用水と産業用水の供給事業とする
　　②管理経営に関して19条にわたる規定を置く。
　　③水道事業者の申請による水源保護地区の設定制度を設ける　
であった。
　昭和23年７月厚生省の機構改革に伴い、公衆衛生局に水道課が設置されると水
道条例の改正を優先課題として取り組むこととした。明治23年の水道条例制定以
来60年を経て実態に合わなくなったのである。
　水道は戦前の都市中心（明治末36（工事中を含む）、大正末253、昭和15年
678）から、農山漁村へ普及し、給水人口5000人以下の簡易水道が増加する状況
にあった（昭和31年末　水道4698（うち簡易水道4011））。さらに法対象外の専
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用水道（寄宿舎、社宅、療養所等における自己水源を持つ自家用（特定の需要者
専用）水道）が増加しつつあり（昭和31年末には　3528に達する）、しかも問題
を起こす例があった。4）
　また、23年の建議にみられるように水源保護が戦後再度クローズアップされて
きた。厚生省では担当事務官が私案というかたちで雑誌に法律案を発表し、これ
に対抗し建設省においても担当事務官が試案を発表した。5）、6）
　両案の違いは、水道の定義から始まる。厚生省私案は「公衆に飲料水を供給す
る施設」とし、建設省試案は「家庭用、工業用、消防用その他一般公衆の日常生
活及び産業上（農業用、発電用を除く。）の需要に応じ、配水管その他の設備に
より水を供給する事業」としていた。
　飲料水の衛生に重点を置こうとする厚生省と衛生的な飲料水の供給のみなら
ず、将来の都市用水需要と水利確保を予測して産業用水を含む水供給に拡大しよ
うとする建設省との間に大きな相違があった。しかも、所管権限に基づく対立が
根底にあり、両者の溝は埋まらなかった。なお、両者に、水源保護区域の規定は
含まれていた。  
  昭和25年になり厚生省案、建設省案の意見調整ができないまま両者とも２月１
日の閣議に提出しようとする状態となり、事務当局の意見不一致を理由に閣議提
出は認められず、行政機構の改革の研究結果をまって法案を検討することになっ
た。6）
  なお、下水道については、明治33年の下水道法の制定により、制度的には水道
と下水道は区分されていたが、厚生省と建設省との間に下水道の所管を巡り上水
道と同様の問題があった。
　
（2）水質汚濁防止の観点からの必要性
　この水道条例改正問題、水道法制定問題には、当時の水質汚濁防止法の必要性
が関連してくる。
　戦後、バラック状態の復興の中で、水質の汚濁が再度激しさをまし、全国で水
質汚濁問題を引き起こしはじめた。
  昭和23年政府機関で初めて水質汚濁防止対策に組織的に取り組んだの経済安定
本部資源調査会であった。資源調査会は、衛生部会に水質汚濁防止小委員会を設
け、専門委員を委嘱して調査を始めた。委員・専門委員29名の内訳は、大学関係
４人、厚生省関係14名、建設省関係２名、農林省関係４名、通産省関係２名、都
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市関係２名、安定本部１名であった。
　昭和26年３月経済安定本部資源調査会は、昭和23年から約３年間の調査研究を
経て、増加する人口に対し、飲用、鉱工業用、農漁業用の水資源を確保するた
め、「水質汚濁防止に関する勧告」（勧告第10号）を行った。7）
　この勧告は、
ａ今後の化学肥料の増加により、屎尿の合理的処分が要求され、
ｂ工業立国すべき我が国では、清水を必要とし、不良の産業排水が増大する。とい
う認識から、周到の注意をもって水質汚濁防止法を制定せよというものである。
　その内容としては、
①中央と地方（8ブロック）に水質汚濁防止委員会を設ける。委員会は、公共
水が汚濁されぬように適当な行政機関を通して管理し、また公共水の水質改
善を図ることを任務とする。
②水質調査事務局を設け、中央委員会の事務を処理するとともに水質汚濁防止
に必要な諸種の調査を行う。
　　また、水質の標準を定める。公共水の許容限度は、BODでは、5ppm以下
と考え、水質がこれより劣るときに汚濁されたと考えていた。
③委員会の所属機関として国立水質科学研究所を設け、水質汚濁防止に関する一
切の技術的調査、実験並びに研究を行う。かねて水質技術者の養成を行う。
　この勧告は、水質汚濁が戦前の状態に悪化しつつあることを背景にまとめられ
た。勧告のまとめの段階から敗戦によって失った生産基盤を回復しつつあった鉱
工業者が強硬に反対し、勧告は票決によりかろうじて可決された。
  委員構成からわかるとおり勧告には厚生省の考えが反映している。厚生省水道
課長の田辺弘は、昭和26年２月20日の参議院通商産業委員会において「この勧告
に基きまして政府は水質汚濁防止法案の立案に携わるということになつたのであ
りますが、その立案の原案を一応厚生省で検討いたすということになりまして」
と述べ、水道課技官石橋多聞は「この勧告に基く水質汚濁防止法の立案は何れの
省に於いて行うべきかに就いて議論もあったが、結局外国の例にもならい、厚生
省において担当することになり、水道課に於いて目下立案中であり、成案を得れ
ば各省に合議して通常国会に上程する準備を進めている」と26年９月の文献で述
べている。8）　水質問題では飲料水が一番大事だから担当が厚生省という了解が
この段階では一応なされていたようである。田辺課長の回想では、法案要綱の作
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成は産業復興の足を引っ張るという産業界その先頭に立つのは石炭業の反対です
ぐに中止された。9）　このため、単独法の水質汚濁防止法案は消え、それの一部
に代わる内容は、結局水道法案の中に水源保護地域としてあらわれくることにな
るが、所管の問題や他産業との調整の問題があり、その法制化は難航することに
なる。
　
（3）難航する水道法案
　昭和26年与党自由党は、アメリカのように議員立法を主流とする考えを打ち出
し、水道法案は議員立法の形式で提案することと参議院が先議することを決定し
た。
　参議院の担当委員（主査石原幹市郎）は参議院法制局とともに昭和27年５月に
成案をえ、第13回国会に提出されたが付託委員会が決められないまま（これに厚
生建設両省の対立が反映している）撤回された。この案は広義の水道（飲用だけ
でなく工業用などを含む）を対象とし、水源保護地域に関する規定（地域の指
定、地域内の禁止及び制限行為）を有していた。10）
　厚生省に27年度予算から簡易水道の国庫補助が認められた。地方から非常に歓
迎された制度であったが、厚生省が建設事務次官の口頭了解をえて専管として事
務処理したため、さらに建設省との間の溝を広げたという。
  昭和28年暮れ、行政簡素化（重複行政の整理）の方針から、水道法案は、政府
提案に変更して、まず重複行政の整理の課題とすることになる。  
　この間にも水質汚濁の状況は悪化し、厚生省水道課は、昭和28年12月、関係省
庁に呼びかけ、「水質汚濁防止に関する連絡協議会」を開催し、厚生省、農林
省、通商産業省、建設省、経済審議庁（昭和30年から経済企画庁）の関係事務担
当者と学識経験者が意見交換を行った。田辺水道課長は、中断していた水質汚濁
に関する法規制の検討と29年の水道法案提出（水源保護問題）へ向けてこの会合
を呼びかけたものであろうが、29年の水道法案の不成立後も、この会合を継続し
て推進し、水質汚濁現状調査等を行い、後の水質二法制定への地ならしに大きく
貢献した。11）
　自由党行政改革委員会（増田甲子七委員長）は、水道行政一元化は無理とし
て、29年４月15日調整案を示した。調整案は、
　１　産業用水道および簡易水道を規定する。　
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　２　産業用水道は建設大臣、簡易水道は厚生省の専管とする。
    　（→簡易水道は軽微な浄化施設で衛生対策が主眼であり、すでに厚生省に
　　　　補助制度があった）
　３　一般上水道の主務大臣は、厚生・建設大臣の共管として、政令で具体的に
　　　定める。（→覚書の趣旨を基礎とする）。　ただし一方の大臣を主務大臣
　　　とし、他の大臣に協議する方式をとりうる。
　４　水源保護地域の規制は、規制の範囲について相当問題があると認められる
　　　ので、関係各省の意見を聞きさらに若干の調整を行うこと
　５　権限委任は給水人口２万人未満を知事に委任する
　内閣法制局が、両省を招致して、27年の参議院法制局案を骨子として、水道法
案の検討に入り、権限については水道の種類と事項ごとに各大臣に振り分けるこ
とにする。
　５月はじめ、通産省から産業用水道について建設省専管に強硬な異論が出され
た。結局事業用水道という名称で法案にいれ通産建設両大臣の共管とし、政令で
具体的に定めることとし、５月14日閣議決定された。行政簡素化のための一元化
どころか、三元化となった。
　水道法案は、29年５月17日に第19国会に提出された。閣法第180号である。
  水道の定義は、飲用その他の日常生活、業務、消防又は鉱工業等の需要に応じ
て水を供給する施設で導管の設備を有するものの総体及び導管等の設備によつて
これに水を供給する設備の総称をいうとされた。
　飲用に適する水（いわゆる上水道）だけでなく、鉱工業用の水の供給施設を事
業用水道と定義して含んでいるところが特色である。細部の所管に関しては意見
調整は終了していなかった。
　水源保護に関しては、水源の水質を保護し、又は水量、水位を保持する必要が
ある場合には、主務大臣は一定の地域を水源保護地域として指定し、その地域内
では、汚水、下水、廃液を流入させる行為等に関して都道府県知事の許可制がし
かれる（河川法等他法令で許認可された場合を除く）。
　この法案は第19回国会では成立せず、継続審議となったが、次の第20回臨時国
会で解散のため廃案となった。
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（4）水道行政三分割
　昭和30年頃から建設省上層部を中心に、上水道を厚生省に、下水道を建設省に
すっきり分割しようとする構想が浮上し、建設事務次官石破二朗（のち鳥取県知
事、参議院議員）が、30年11月鳩山内閣の官房長官根本龍太郎にその旨の裁定を
求め、官房長官、厚生大臣、建設大臣間で一旦合意されたが、厚生省の事務方が
伝染病が流行している際下水道をもたない衛生行政では責任を持てないと反対
し、一旦棚上げとなった。大臣間の合意が事務方で白紙に戻るというおどろくべ
き官僚主導体制であった。
　ところが、31年夏、建設省から日本水道公団法案、厚生省から水道金融公庫
案、自治庁から地方公営企業金融公庫案が、各省競い合う形で提出された。そこ
で水道行政の所管に決着をつけるべく、石橋内閣の石田博英官房長官と関係閣僚
で最終的な調整が行われた。その際、工業用水道については、29年４月の調整案
では、建設省と通商産業省の共管とされたが、通商産業省が、31年工業用水法を
所管し、工業用水道に補助制度を設けていることが勘案されることになる。
  この閣議決定は、省の上層部や閣僚間で調整が進められ、それぞれの担当部局
ぬきに閣議手続きが進められた。両担当課長は事務手続きの進行さえ知らされ
ず、その結果を知らされたという。それほど担当者間の確執が深刻になっていた
のである。12）　
　昭和32年１月18日の閣議で「水道行政の取扱について」が決定され、水道行政
の所管が明確になり、その運営の合理化能率化が図られることとなった。
　その内容は
　　１　上水道に関する行政は厚生省の所管とすること。
　　２　下水道に関する行政は建設省の所管とすること。ただし、終末処理場に
　　　　ついては厚生省の所管とすること。
　　３　工業用水道に関する行政は通商産業省の所管とすること。
　　４　なお、水道事業の整備拡充を図るため所要の措置を講ずること。
  この決定を見ると、建設省は譲ってまとめる大人の対応し、通商産業省は最後
に出てきて権限を確保する抜け目のなさが目立つ。厚生省は、伝染病問題を理由
に下水道の最終処分場を所管し、新たな火だねを残した（結局昭和42年厚生省は
そのほとんどを手放すことになる）。
　この閣議決定をうけて、厚生、建設両省は必要な設置法の整備を行う（32年３
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月改正、建設省水道課は下水道課になる）とともに、通商産業省を加えた3省は
それぞれの所管とされた分野についての整備拡充に取り組み、まず法制度の整備
に着手した。昭和32年に水道法、33年に下水道法、工業用水道法及び水質二法が
制定されたのは、この閣議決定で各省間の桎梏が解消されたことが大きく寄与し
ている。なお、水を巡る各省の争いは、その後水資源開発の場で繰り広げられる
ことになる。
４.　水道法
（1）水道法の成立
　水道法案は、三分割の閣議決定の２ヶ月後の昭和32年３月22日に閣議決定さ
れ、国会提出された。そして32年５月に成立し、６月15日に公布され、12月14日
から施行された。
　今までの歴史がうそのように簡単に成立している。所管争いが争点であったた
め、その解決がつくとあとは一気呵成に制度化されたのである。
　事業用水道（工業用水道）に関する規定をおかずに、飲料水を供給する水道
（上水道）のみを対象とする。しかしながら、法律の名称は、単に水道といえば
上水道を示すことは確立しているとして、明治時代からの水道条例の伝統を守
り、水道法とした。従って、第３条（用語の定義）において、水道とは水を人の
飲用に適する水として供給する施設の総体をいうとされ、法令用語では、水道と
は上水道を指すこととなった。
  また、水源保護地域制度は水道法にはおかないこととした。水源保護やそれに
伴う損失補償（不許可の場合の通常生ずべき損失の補償）は、下流の農水産業
者、工業者も受益者であり、水道事業者や水道法のみで解決する問題ではないこ
と等が理由として説明された。
　この水源地域の保護の問題は、産業界から強い反対のある事項であり、経済企
画庁が検討を行う、水道水源をはじめ各種利水に用いられる公共用水域の水質の
保全を図るための法制度（昭和33年12月、水質二法として結実する）にゆだねら
れることになる。
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（2）水道法の内容 13）
①法の目的は、清浄にして豊富低廉な水の供給を図り、もつて公衆衛生の向上と
生活環境の改善とに寄与することである。
②第２条に水源及び水道施設の清潔の保持に関して訓示規定がおかれたが、これ
が水源地域保護問題が水道法に残した名残である。
③第３条第３項で、水道事業とは、一般の需要に応じて、水道により水を供給す
る事業をいうとされ、この「一般の需要に応じて」という規定から、専用水道
との差異が生じ、また給水義務を根拠づけている。
④第６条で水道事業の認可制が規定された。29年法案が届出制をとっていたのに
対して、認可制に変更した理由について、国会の審議の中で、
─29年段階では厚生建設両省の共管で旧水道条例の認可事務が停滞しがちで
あったが、水道行政簡素化の閣議決定で厚生省の専管となったので停滞は避
けることができる。公企業の特許事業として認可が必要であり、旧水道条
例、下水道法など他の法律との均衡からも認可制とした─
　　と答弁している。なお、専用水道は知事の確認制とした。
　公企業の特許とは、かつて行政行為の分類が論じられた中での講学上の分類
で、電気事業、ガス事業などとともに給水地域内で独占的経営権を与えられる
が、他方認可権者の裁量が大きいとされる。水道事業は、ナショナルミニマム
的な公的サービスととらえている。
⑤水質基準、設備基準等の基準、水道技術管理者など水道の衛生確保に関して諸
規定が置かれた。中でも、水質基準は第４条で水道により供給される水の要件
として備えなければならないとされている。水道施設すべてで遵守すべき基準
であることから、水道末端の蛇口ででる水の基準ととらえることができる。
　なお、水道水源の原水の水質に関する基準は、その後昭和42年に旧公害対
策基本法で水質の汚濁に関して環境基準を設定することが政府の義務とされ
た。
　　第５条の施設基準も水質基準と同様、すべての水の供給施設に適用される
⑥第15条（給水義務）によって、給水契約の申し込みに対し、正当な理由がなけ
れば、これを拒んではならないと規定された。行政作用法の分野で、行政契約と
民事契約との違いとしてよく引用される。
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（3）昭和52年改正
　当時の水道に関する課題は、水需要拡大に対する対応と水道水源の水質の確保
であった。前者のための施策として水道広域化を進めることとした。このための
法改正案は、各省調整に難航し昭和51年の通常国会には提出に至らず、昭和52年
５月橋本龍太郎衆議院社会労働委員長のとりまとめた、議員立法として６月に公
布された。
  この改正では、広域的水道整備計画を規定し、水道広域化への方向を示した。
　これとあわせて、第６条第２項に、水道事業は原則として市町村が経営するも
のと明記し、例外的に市町村以外の者が経営しようとする場合には、地元自治体
の同意が必要であるとした。この頃になって、再度市町村優先主義を鮮明にした
のは、水道関係の労働組合等関連団体が、住民の意思が反映されなくなると水道
の広域化（さらに広域化は民営化にもつながる）に反対する声に対応して、広域
的水道整備計画を規定する代償措置として明定されたものである。
　また、増加するマンションの貯水槽の多くが対象となる簡易専用水道に関する
規定が追加された。
　水道水源の水質問題については、水道事業者は、水源の水質を保全するため必
要があると認めるときは、関係行政機関の長又は関係地方公共団体の長に対し、
水源の水質の汚濁の防止に関し、意見を述べ、又は適当な措置を講ずべきことを
要請することができるという規定が新設された（第43条）。　
５.　その後の水道を巡る問題
（1）水源税
　昭和60年、国有林野の赤字が積み上がり、公共事業費ののびなやみが続く中、
水源地域の荒廃した森林を整備するため、61年度予算へ向けて水源税構想が打ち
出された。
　また、河川管理の立場からすべての利用者から流水占有料を徴収する案（河川
法上すべての利水者から徴収しうるが、水道、工業用水道、農業用水は従来から
免除されてきた。）も浮上した。61年度予算では見送りとなり、61年には、建設
省と林野庁が一本化し、森林・河川緊急整備税として再度提案されたが利水側
（水道、工業用水道、農業用水など）の反対が強く、創設されなかった。
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　この問題は、地方分権の流れの中で、「平成の水源税」として森林環境税など
の名称で地方税として再生する。平成15年高知県の森林環境税や平成19年神奈川
県の水源環境保全税が有名である。いずれも、県民税の上乗せ方式をとっている
ので法定外税にはカウントされない。
（2）水源法 14）
　水源保護問題は、昭和末期にいたり再燃し、水質汚濁防止を所管する環境庁と
厚生省で対立することになる。地方自治体が廃棄物の処分場（有害物質汚染問
題）やゴルフ場等のリゾート開発（農薬散布問題等）に対処するため、水道水源
保護条例を制定する例が増えたことに端を発し、国政の場でも議論されることに
なった。当時水道の問題としては、トリハロメタン対策と異臭味問題が大きかっ
たため、それと水源側の対策に焦点が集まった。
　そして、平成６年水質汚濁防止法の特別法である「特定水道利水障害防止のた
めの水道水源水域の水質の保全に関する特別措置法」により、トリハロメタン対
策（クロロホルム等のトリハロメタンは、フミン質等の有機物が浄水場において
塩素注入されることによって生成される物質である。）として、これを生成する
物質の規制を環境部局が行う。
　他方、水道側は、「水道原水水質保全事業の実施の促進に関する法律」によ
り、トリハロメタン等の有害物質や異臭味の影響の問題に対応し、安全かつ良質
な水道水の供給を確保するため、水道事業者が保全事業の実施を都道府県に要請
し、地域水道原水水質保全事業（都道府県計画）と河川水道原水水質保全事業
（河川管理者計画）を行うことになった。
　主務大臣は厚生大臣、農林水産大臣及び建設大臣である。
　前者の水源地域保全法による対象地域はない。
  後者の原水保全事業法は、８カ所の水道事業者からの要請により、８計画（う
ち千葉県黒部川については、河川管理者事業計画が併せて策定されている）が策
定され、事業が行われている。
（3）近年の水道の問題
　水道普及率が96％を超えたが、その大半が中小規模事業者である（つまり小さ
い市町村の経営が多い）。このため、①水質管理体制の脆弱さが指摘され、新た
な問題である地下水汚染、クリプトスポリジウム等の病原性微生物などに的確に
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対応できるか懸念がある。②施設老朽化に対して更新していく行財政能力が十分
かの問題である
   平成13年に水道法が改正され、水道事業者による第三者への業務委託の制度化
と水道事業の統合等広域化による管理体制の強化が図られた。電気、ガスが民営
を原則とするのに対して水道は公営企業として行われてきたが、どこまで民間の
力を借りるかが、問題となる。ライフラインである水が、民間経営になり、金儲
けのための外国資本に買われるような轍（欧州ではそういう例が生じた。）を踏
んではならない。
　他方、日本の水道は、安全、漏水率が低いなど世界水準の技術がありながら、
設計、施工から管理に至る一貫した経営が行われていないため、そのノウハウを
水の世紀と呼ばれる21世紀に海外へ提供することが遅れている。
６.　若干の考察とまとめ
　昭和26年３月の資源調査会勧告をうけて、水産資源保護法は議員立法で成立し
たが、水道法は、最終的に水源保護、水質汚濁防止規定をいれないことになっ
た。
　水産資源保護法に続いて、水道法に水源保護規定をいれれば、利水目的に応じ
た保護規定の流れが決定的になり、さらに水の汚染を利水目的に応じて縦割りで
対策をたてていくことになる。
  水道法に関する議論の結果、利水目的に応じた法体系ではなく、総体的に公共
用水域の汚濁を考える法律として検討が行われることになり、水質二法として実
を結ぶ。もっとも、水質二法は、事業所管大臣と業種の壁を超えることができず
に（産業の振興推進を考える事業所管大臣が、主務大臣として公害の取締に当た
る。）、この克服に10余年を要し、公害国会によって水質汚濁防止法とした実現
することになる。
　厚生省としても水道水源の汚染問題から離れ、公衆衛生、生活環境保全の観点
から水質汚濁にとらわれず、ばい煙による汚染問題などを総合的一元的にとらえ
ていく方向に政策の重点を移していく。昭和30年の生活環境汚染防止基準法案は
そのはしりであり、やがて昭和42年の公害対策基本法（環境基準や公害防止計
画）に結実していく。
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　これによって、現在の公害環境法の体系がつくられることになるので、水道法
から水源保護問題を切り離した方が結果としてよかったと評価できる。水道法
は、公害対策基本法そして環境基本法の傘下の法律として位置づけられない法
律、いわば水道事業法としての道を歩むことになる。
  2001年の中央省庁再編の際、旧厚生省環境衛生局水道環境部は、廃棄物行政と
水道行政を所管していたが、廃棄物が新環境省へ移管されるのに対して、水道行
政は厚生労働省へ残された。下水道との並び（下水道は建設省から国土交通省
へ）や52年水道法改正以来の経緯や関係団体をよく知る橋本龍太郎内閣総理大臣
の意向といわれるが、21世紀になっても水道法は公害環境法の体系に加わらな
かったことになる。
　しかしながら、水道法は依然として水質汚濁防止行政に密接に関連している。
それは、水質基準と水質環境基準（環境基本法に基づくもの）の関連から水道水
源に使えることが水質汚濁防止行政の重要な目標となるからである。水質環境基
準の設定の際には、健康項目については、水道の水質基準を参考として設定され
ることが多いし、生活環境項目については、水道水源に用いる河川ではＢ類型以
上に水質目標を位置づける。
  平成24年５月利根川水系の浄水場の水道水で、水質基準値を超えてホルムアル
デヒドが検出され、取水停止と大規模な断水を発生させた事件があった。原因
は、ヘキサメチレンテトラミンが消毒用の塩素と反応してホルムアルデヒドが生
成されたもの判明した。消毒副生成物の問題としては、トリハロメタン問題と類
似の面がある。環境省は、事故時の措置の対象物質にヘキサメチレンテトラミン
を追加（事件は産業廃棄物の不適切な処理）し、厚生労働省は、突発的に流出す
ると水道に影響しそうな物質のリストアップに乗り出した。
　近年は水道事業に関係する水質汚染事故が増加傾向にある。我々が安心して水
を飲めるためには、水質汚濁防止部局と水道部局の連携が欠かせないことを改め
て痛感した。
　また、水源涵養機能や温室効果ガス吸収源としての森林の重要性が認識される
中、水源地となる森林が外国資本に買収されている事例などもうけ、国会では、
国民共有の財産である水が、健全に循環し、その恵沢を将来にわたり享受できる
ように、水循環基本法の制定へ向けて動いている。
　水の世紀21世紀において、水道と水源の問題は、目を離せない問題である。
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註１）水道の歴史に関する部分は、次によるところが大きい。
　　東京都水道局（1952）『東京都水道史』、日本水道協会（1967）『日本水道史総論』、
　　日本水道新聞社（1987）『近代水道百年の歩み』
２）秋山忠次「水道法成立の意義」水道協会雑誌282号
３）竹中龍雄「水道条例の改正をめぐる根本問題ー参考」水道協会雑誌246号、前掲『近代水
　　道百年の歩み』81頁表
４）為藤隆弘「水道法案への歩み」水道協会雑誌271号
５）西片武治「水道条例改正について」（1）～（3）水道協会雑誌173～175号
６）細貝元次郎「水道法その後の経過」水道協会雑誌189号
７）26年1月25日資源調査会議長から資源調査会会長あての勧告が出され、3月5日　に資源調
　　　査会会長から経済安定本部総裁吉田茂あての勧告が出されたので、文献により　1月勧告
　　　と3月勧告に分かれている。
８）石橋多聞「水質汚濁防止に就て」水道協会雑誌203号
９）日本下水道協会（1986）『日本下水道史行財政編』210頁
10）中原武夫「水道法への道」水道協会雑誌209号 
11）前掲『日本下水道史行財政編』211、212頁
12）前掲『日本下水道史行財政編』194頁以下
13）為藤隆弘「水道法案への歩み」、「水道法への歩み（2）」水道協会雑誌271～272号
14）坂本弘道（2010）『検証水道行政』（全国簡易水道協議会）99頁以下
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